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「行政改革推進プラン」の平成２３年度の取組状況等について 

 
１ 「行政改革推進プラン」の位置付け 

・ 「第４次行政改革大綱」に基づく改革を着実に推進するため，具体的な改革の取組

（４６取組８３項目）とその実施時期等を定めるもの 

・ 計画期間は平成２２年度から２６年度までの５年間とし，「第４次行政改革大綱」に

基づく改革の取組を効果的に実現するため，取組内容の充実や取組項目の追加など，

適宜，見直しを実施する。 

 
２ 取組状況の概要（別紙参照） 

４６取組８３項目について，ほぼすべての取組が「おおむね予定どおり」に進められ

ており，行政改革の取組が着実に進んでいると評価できる。 

区  分 項目数 構成比 

Ｓ 予定より大幅に進んでいるもの 0 項目 0％

Ａ おおむね予定どおり進んでいるもの 67 項目 
98.8％

 完了 取組を完了したもの 15 項目 

Ｂ 予定より遅れているもの 1 項目 1.2％

合  計 83 項目 100.0％

【評価の基本的な考え方】 

・ 「定性的な目標を設定している取組」については，取組実績の内容から評価 

・ 「定量的な目標を設定している取組」については，取組実績の内容と取組目標の達成

率の両面から評価 

○ 定性的な目標を設定している取組 

取組実績の内容 

計画以上に進んでいる 計画どおりに進んでいる 計画より遅れている 

Ｓ Ａ Ｂ 

○ 定量的な目標を設定している取組 

 取組目標の達成率 

120%以上 80％以上 120％未満 80％未満 

取
組
実
績
の
内
容 

計画以上に進んでいる Ｓ Ａ Ｂ 

計画どおりに進んでいる Ａ Ａ Ｂ 

計画より遅れている Ｂ Ｂ Ｂ 

例）「目標の達成率が１００％未満（ただし，８０％以上）の場合」であっても，「目標   

達成に向けた取組が順調に実施されている場合」は，「Ａ」評価とする。 

資料２ 
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○ 予定より遅れているもの（１取組） 

取 組 名 取組目標・スケジュール・取組内容等 

№27 

橋りょうの長寿命化

の推進 

【取組目標】 

平成２６年度まで 継続的な耐震補強工事・修繕工事の実施 

【取組スケジュール】 

 平成２３年度 「橋梁長寿命化修繕計画」の策定 

【実績】 

 橋梁耐震化補強工事を継続的に実施するとともに，計画の策定

に向けた調査業務を実施し，所管部局内における検討を進めた。 

【予定より遅れている理由】 

 劣化診断の判断に係る指標について，東日本大震災などを

踏まえ，外部有識者と多くの意見交換を行った上で，十分な検討

を経て指標を作成したため 

【今後の対応方針】 

庁内関係課も含めた検討を進め，平成２４年１２月までに計画

を策定する。 

 

３ 主な取組（第４次行政改革大綱における「改革の柱」ごとに記載） 

⑴ 市民の力の発揮 

№ 取 組 名 平成２３年度の取組内容 

1 行政情報の積極的な提供  

 ②保健情報の提供 

保健情報誌「みや健康ナビ」（１～４号）を発行すると

ともに，よりわかりやすく充実した情報の提供に向け，

公募によるモニター調査を実施 

 
③民間事業者との協働による

「暮らしの便利帳」の発行 

｢発行頻度の増加｣や｢多彩な情報の掲載｣による市民の

利便性向上，発行にかかる経費の削減を図るため，民間

事業者との協働による発行に向け，事業者を選定（平成

２４年１０月発行予定） 

 
④災害時における情報伝達

ネットワークの整備 

・ 東日本大震災において固定電話や携帯電話がつながり

にくかった状況等を踏まえ，避難所などの優先的に配備

すべき拠点にＭＣＡ無線１２０台を配備 

・ 引き続き，未整備の施設にＭＣＡ無線を配備予定

（平成２４年度中に３９台を配備予定） 

2 窓口サービスの向上 

平成２３年１０月から実施した常設型「お客様アン

ケート」の結果を踏まえ，番号札の活用や，繁忙期の案内

係の配置，窓口への仕切りパネルの設置などを改善 

3 行政サービスの電子化の推進  

 ①電子入札の推進 

入札参加機会の拡大等による競争性や，客観性等の向上

を図るため，電子入札の適用範囲を検討し，平成２５年度

から，物品購入，製造請負の全業種までの拡大を決定 
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№ 取 組 名 平成２３年度の取組内容 

5 

＊ 

（仮称）市政情報コールセンター

の設置 

平成２３年１０月から「市政情報コールセンター」

（愛称：おしえて宮）を設置し，６か月間で８，５６８件

の問い合わせに回答（回答率９４．１％） 

7 
地域行政機関の機能・体制の

強化 

市民の利便性の向上と，地域の特性を生かした住民主体

のまちづくりを進めるため，地域行政機関が取扱う業務の

見直しを継続的に実施（平成２４年度から高齢者外出支援

事業（バスカード等の交付）などを新たに実施） 

12 

＊ 

（仮称）まちづくりセンターの

整備 

平成２４年１月から「まちづくりセンター」（愛称：まち

ぴあ）を開設，指定管理者制度を導入し，協働のまちづく

りの拠点施設として運営を開始 

15 指定管理者制度の推進  

＊ ⑦環境学習センター 平成２３年４月から指定管理者制度を導入し，ホーム

ページの充実や，新たなイベントの開催，開館日・時間

の拡大など，民間活力を活用したサービスを展開 ＊ ⑧みずほの自然の森公園 

16 公立保育園の民営化，統廃合 
不動前・北保育園の民営化に向け，保護者説明会などの

準備を実施（平成２４年度から両保育園を民営化） 

 ※ 「＊」の取組は，平成２３年度に取組が完了したもの（以下，同じ。） 

 

⑵ 事業等の徹底した検証 

№ 取 組 名 平成２３年度の取組内容 

18 事業の再編・統廃合の推進 

行政評価等を通じて，既存の事務事業の継続的な検証を

行い，平成２３年度当初予算において，約２４０件の事務

事業を見直し（廃止・縮小等） 

 
②前納報奨金制度の見直し 

 （市税，国民健康保険税） 

前納報奨金の交付率の引き下げに向け，平成２３年９月

に条例を改正し，納税者への周知やシステム改修などの

準備を実施（平成２４年４月から交付率を引き下げ） 

 
③社会福祉施設整備費補助金

の見直し 

老人福祉施設整備費補助金の補助単価の引き下げ，

障がい者福祉施設整備費補助金の市単独上乗せの廃止を決

定し，見直しに向けた準備を実施（平成２４年４月から

補助単価等を見直し） 

 ④市民農園の管理運営の見直し

４農園について，民間事業による管理・運営への移行に

向け，民間事業者・地権者との協議や，開設に係る手続き

などの準備を実施（平成２４年４月から移行） 

29 
全庁的な事務処理効率化の

推進 

資料作成の省力化，定例ミーティングの徹底，超過勤務

の事前命令の徹底など，残業削減運動を継続的に展開し，

平成２１年度比で２０．８％の残業時間を削減 

32 

＊ 

生活排水処理施設の管理体制

及び事業体制の効率化の推進 

市民サービスの向上及び事務の効率化を図るため，平成

２３年４月に上下水道局に生活排水課を設置し，地域下水

処理施設や農業排水処理施設などの管理体制等を一元化 
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⑶ 効率的な執行体制の確立 

№ 取 組 名 平成２３年度の取組内容 

33 職員数の適正化の推進 

・ 平成２３年度当初に３，４４９人体制（前年度比

▲８３人）を実現し，職員数の適正化を推進 

・ 平成２４年度当初に３，３９０人体制（前年度比

▲５９人）を実現し，継続的な職員数の適正化を推進

34 効果的・効率的な組織の構築 

市民に身近な施策やサービスを総合的・一体的に推進・

提供するため，平成２４年度から「自治振興部」と「市民

生活部」を統合・再編し，「市民まちづくり部」を設置する

など，効果的・効率的な組織を構築 

35 人材育成システムの推進 

職員が自らの職業興味やキャリア志向を把握するキャ

リア診断ツール「宇都宮市キャリア支援検査」を開発

（平成２４年度から運用開始） 

 

⑷ 健全な財政構造の確立 

№ 取 組 名 平成２３年度の取組内容 

37 市税等の収納対策の推進 

・ 特別収納対策室において，６債権（市税，国民健康

保険税，後期高齢者医療保険料，介護保険料，保育費扶

養者負担金，土地区画整理事業清算金）のうち，長期滞

納者や高額滞納者などについて一元徴収を実施 

・ 滞納者の財産調査（預金，生命保険，給与など）及び

滞納処分（差押，強制換価など）を実施（滞納整理率

７８．４％，滞納処分件数２８６件（平成２４年３月末））

38 市有財産の有効活用 

・ 鶴田第一土地区画整理事業区域内の未利用地など，

８件を公売し，うち６件について成約（未成約物件の

随時販売を含む。） 

・ 赤道，水路などの法定外公共物４０件を払下げ 

・ 入札による行政財産の貸付（自動販売機の設置）を拡大

（本庁舎や地域行政機関など６３件（１０７台）で実施）

39 有料広告事業の推進 

・ 平成２３年度から，新たに５か所（西・南・北市民

活動センター壁面，成人式案内状・プログラム）で広告

を募集するなど４８の媒体で有料広告を実施 

・ 平成２４年度からの本庁舎や地区市民センターにおける

動画広告の導入に向け，事業者選定等を実施 

43 
公共施設の電力調達における

競争入札の導入 

電気料金の削減や競争性の確保の観点から，地域の

電力会社以外の民間事業者（ＰＰＳ）や他自治体の動向

を踏まえながら，公共施設の電力調達における競争入札

を検討（平成２４年７月に清原中央公園について競争入札

を実施し，８月から導入） 
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４ 経費削減・増収効果                        【単位：千円】 

区分 № 取 組 名 削減・増収額

経
費
の
削
減 

11 市民と行政が一体となった節電行動の強化（７～９月の取組） 58,255

14 全庁的な外部委託の推進 28,338

 ②学校給食調理業務（職員数１１人分の削減を含む。） （28,338）

15 指定管理者制度の推進 31,381

 ⑦環境学習センター（職員数１人分の削減を含む。） （3,995）

 ⑧みずほの自然の森公園（職員数６人分の削減を含む。） （27,386）

18 

事業の再編・統廃合の推進（予算編成等を通じた継続的な事務
事業の見直し（約２４０件の事務事業を見直し）） 

＊行政改革推進プランに計上している主な取組 
⑥ 公共情報端末の設置・運営の適正化 9,731 千円 
⑦ 結婚相談事業の見直し       2,218 千円 

593,441

29 全庁的な事務処理効率化の推進（時間外勤務手当の削減） 139,851

33 
職員数の適正化の推進（職員数８３人分の削減のうち，他の取組
に含まない６５人分の削減を計上※） 

504,930

42 公的資金補償金免除繰上償還の活用 382,788

45 職員の福利厚生事業の見直し 5,388

46 補助金等の整理・合理化 348,471

経費削減効果 小計 2,092,843

収
入
の
増
加 

23 ㈱栃木県畜産公社への関与のあり方の見直し（土地の有償貸付） 4,814

38 市有財産の有効活用（未利用地等の払下げ，貸付） 299,262

39 有料広告事業の推進 13,235

収入増加 小計 317,311

削減・増収効果 合計 2,410,154

※ 「削減・増収額」欄の（ ）内の数値は内数 

※ 「職員数の適正化の推進」（№３３）の内訳については，下表を参照 

ア 全体の削減数（平成２２年度比） ▲８３人  

イ 

外部委託 学校給食調理業務（４校） （▲１１人） 

指定管理者制度 
環境学習センター （▲ １人） 

みずほの自然の森公園 （▲ ６人） 

ア－イ ▲６５人  

【参考】平成２２年度の成果 

経費削減 1,480,406 千円 

収入増加 145,240 千円 

合  計 1,625,646 千円 
 


